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３．拠点機関関連事項 
（１）連携拠点機関で行っている「研究開発コーディネーﾄ活動」について 
 

連携拠点機関においては、新技術・新産業の創出に向けて産学連携に関する研究開発コーディ

ネート活動について以下のような機能を有している。そのイメージ図を図３－１に示す。また、平

成１６年度より産学連携推進センターを設置することで、財団が取り組む複数の産学連携事業に

おいて横のつながりを重視した組織づくりが構築されている。その組織体制を図３－２に示す。 

具体的には、平成１６年度に産学連携推進センター設置し、以下のグループを配置した。 

プロジェクト推進Ｇ：地域結集型、都市エリア、地域コンソなどの推進。 

産学連携Ｇ：県の委託を受けて、産学行政連携の公募事業を実施。 

   バイオ産学官助成事業、バイオシーズ調査事業等 

      研究会事務局（RIST、バイオ研） 

知財Ｇ：TLO業務とRSP事業の事務管理 

電応研：研究開発実施（県内企業との共同開発等） 

 

① 大学の研究シーズ育成とコーディネート機能 

RSP事業において４名の科学技術コーディネータ（平成17年度は3名）を委嘱し、有用な研

究シーズについて育成試験を実施し、連携拠点機関における他の研究開発コーディネート機能

との橋渡し機能を有する。 

具体的には、代表科学技術コーディネータを中心として、産学連携推進センターが有する情報

ネットワークを活用して、シーズとニーズの発掘を行い、財団の各種産学連携事業並びに、国、

県の助成事業へと橋渡しを行っている。 

 

② 大学の特許出願と技術移転機能 

平成１３年８月に連携拠点機関が文部科学省、経済産業省よりＴＬＯの承認を受け、ＲＳＰ事

業のコーディネーﾄ活動から生まれた発明をＴＬＯにて出願を行う他、ＴＬＯが保有する出願特

許を活用したコーディネーﾄ活動も行っており、ＴＬＯとの密接な連携が図られている。また、

平成15年には熊本大学に知的財産創生推進本部が設立され、大学から出願される特許について

も、熊本大学に設置されているリエゾンオフィスや産学官コーディネータと連携を図ることで、

ＲＳＰ事業のコーディネーﾄ活動から大学の出願を行ったり、大学保有の出願特許を活用したコ

ーディネート活動を行っている。 

また、TLOの特許出願の審査には科学技術コーディネータが専門委員として意見を述べ、採否

に貢献している。 
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③ 産学官交流の事務局機能 

熊本知能システム技術研究会（ＲＩＳＴ）及びバイオテクノロジー研究推進会の活動を支援

し事務局運営を行っている。 

 ＲＩＳＴは平成元年の設立以来、県・市の補助を受け県内企業約４０社、熊本大学、九州東

海大学、崇城大学，熊本電波工業高等専門学校、八代工業高等専門学校や工業技術センター、

電子応用機械技術研究所等が参加して、各種共同研究やフォーラム、技術検討会など活発な活

動を行っており、連携拠点機関が直接事務局機能を有し、積極的な活動支援を行っている。 
 バイオテクノロジー研究推進会は、昭和５７年、バイオテクノロジー分野の草分け的研究会

として発足し、平成５年、バイオ基金の設置と共に連携拠点機関がその活動支援を行っている。 
 

④ 地域プラットフォーム総合支援機能 

平成１６年度より中小企業支援センターが設置され、プロジェクトマネージャー（ＰＭ）、

リージョン・インキュベーション・マネージャー（ＲＩＭ）及びサブマネージャー（ＳＭ）が

主として中小企業からの各種相談支援を行っている。ＲＳＰ事業等から具体的企業活動に進展

した段階で、ＰＭ・ＲＩＭ・ＳＭが具体的な支援活動を行うことが出来る。 

 

⑤ 研究開発プロジェクト推進機能 

研究開発コーディネート活動の結果、国等のプロジェクトに採択された場合、その実現のた

めのプロジェクト推進機能を有する。 

現在、都市エリア産学官連携促進事業（発展型）や地域コンソーシアム研究開発事業などの

大型プロジェクトを推進するほか、電子応用機械技術研究所において、産学官の連携した研究

開発テーマを実施中である。 
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図３－１ 連携拠点機関における研究開発コーディネート機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発プロジェクト推進機能 
都市エリア産学官連携促進事業管理法人 

地域コンソーシアム管理法人 
電子応用機械技術研究所による研究開発 

大学の特許出願と技術移転機能 
TLO事業 
（経済産業省・文部科学省） 

 産学官交流の事務局機能 
熊本知能システム技術研究会 
バイオテクノロジー研究推進会 
（県・市・企業・大学・公設試） 

地域プラットフォーム総合支援機能 
中小企業支援センター 
（中小企業総合事業団） 

大学の研究シーズ育成とコーディネート機能 
RSP事業（科学技術振興機構） 
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図３－２ 財団法人くまもとテクノ産業財団組織図（Ｈ１７年度現在） 
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（２）コーディネート活動の成果の活用方法 

 

熊本県では、平成１５年に「熊本セミコンダクタ・フォレスト構想」（半導体を中心に、液晶ソ

フトウェア産業の拠点を目指す）を策定し、平成１７年には「熊本バイオフォレスト構想」（本県

の恵まれた自然環境を活かしたバイオテクノロジーの振興を目指す）並びに「熊本ものづくりフォ

レスト構想」（基盤技術の蓄積をベースとして、これをさらに高度化することにより、新製造技術

関連分野を中心とした重点５分野の振興を目指す）を策定し、産学連携の強化、ベンチャー企業の

創出及び地域産業の技術の高度化による競争力強化、新規事業展開の支援等に力を入れている。こ

れらはいずれも産学官連携施策が各構想の具体的推進方策の中心に組み込まれ、これらを強力かつ

効果的に進めるための重要な施策としてコーディネーﾄ活動を位置づけており、その中でコーディネ

ート機能を有する連携拠点機関の役割は非常に大きなものとなっている。 

連携拠点機関では、図３－１に示すように、ＲＳＰ事業におけるコーディネート活動は、連携拠

点機関が有する産学連携推進センター内の研究開発コーディネート機能の中で研究シーズの発掘と

いう出発点的役割を担っており、企業活動を支援する他部門と有機的に連携して活動することによ

り相乗効果を発揮することが期待される。即ち、ＲＳＰ事業より発掘された研究シーズと連携拠点

機関が事務局機能を有する熊本知能システム技術研究会及びバイオテクノロジー研究推進会や連携

拠点機関が取り組む各種産学連携事業などの産学官交流のネットワークから生まれたアイディア・

構想とを結び付け、更には、中小企業支援センターが取り組む地域プラットフォーム窓口に産業界

から寄せられた相談項目の内容との整合を図りながら公募事業への提案活動・起業化活動など一貫

した取り組みを行うことが出来る。ＲＳＰ事業開始以来、ＴＬＯからの特許出願、技術移転のほか

連携拠点機関が行う各種支援施策への反映、国・県等の各種公募事業への提案活動など様々な成果

の活用が図られてきている。 

コーディネート活動の成果として具体的なものとして、国、県などの公募等、諸事業への橋渡しと

して、ＪＳＴ事業については、委託開発事業等３件、文部科学省、経済産業省関連事業については、

１５件ほど行っている。その中には、連携拠点機関が管理法人団体として取り組んでいる都市エリア

産学官連携促進事業（成果育成型：H14～H16、発展型：H17～）や地域新生コンソーシアム事業、大

学発事業創出実用化研究開発事業（マッチングファンド事業）等がある。また、県が取り組む助成事

業にもこれまで１０件の橋渡しを行ってきている。コーディネータが提案を行った各種公募事業の採

択率としては、約３割ほどで、コーディネート活動がいかに橋渡しに貢献しているかを示している。

また、同じ連携拠点機関内の熊本ＴＬＯとも有機的な連携を行っており、ＴＬＯを通じた特許として、

育成試験成果からの特許出願が３１件あるほか、コーディネーﾄ活動による特許出願が１６件になる。

これらを合わせるとＴＬＯにおける出願特許総数の約４割を占めている。さらに、上記特許から技術

移転に至った件数は３件になる。 
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（３） ＲＳＰ事業の推進体制 

 

科学技術コーディネータは産学連携推進センター内の代表科学技術コーディネータをグループ長と

したＲＳＰグループに所属し、ＴＬＯ事業を担当する知的財産グループにおいて、付帯する事務処理

及び経理処理等を行っている。 

その組織体制は図３－３の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ ＲＳＰ事業推進体制 

 

 

（４）今後の展開 
  ネットワーク型、研究成果育成型とこれまで９年間に渡って推進してきたコーディネート活動によって、

連携拠点機関としての産学官のネットワークや産学官を推進するに必要な組織体制が確立されてきた。ま

た、その間、コーディネーﾄ活動に従事してきた科学技技術コーディネータについても、コーディネータ

としての目利き、人的ネットワークが確立されており、連携拠点機関にとっては貴重な財産となってい

る。この貴重な財産を今後も活用していくことが、地域の産業発展に必要不可欠であり、今後も県の協力

を得ながら、さらなるコーディネート活動の促進を目指していく予定である。具体的には、平成１８年度

については図３－４に示す組織体制でコーディネータ活動の推進を行っていく。科学技術コーディネー

タは、産学連携推進センターにおいて産学連携推進センター長の直属に配置され、縛りをなくすことで

産学連携推進センター内の他のグループとの密な連携が図られるような体制となっており、幅広いコー

ディネーﾄ活動が期待されている。 
 
 
 
 
 

ＲＳＰグループ長（草野民三） 

代表科学技術コーディネータ 

草野 民三 

科学技術コーディネータ 

（坂井高正、坂田敦子、山口淑久(H16年度まで）) 

知的財産グループ長（吉良山健三） 
井手参事、太田、笠置、前田、奥村 
桂特許流通アドバイザー 
宮部主事、村山（ＲＳＰ担当） 

事務局長 産学連携推進 
センター長 
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産学連携推進
センター長

科学技術コーディネータ（常勤３名）

産学連携室（コーディネーﾄ活動事務局）

プロジェクト推進室

バイオサポートセンター

図３－４ 平成１８年度産学連携推進センター組織体制


